仙台市社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業

補助金交付申請の手引き（令和５年度）
令和５年９月
仙台市健康福祉局介護保険課

１　社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業補助金について

　軽減制度実施申出法人（事業所）が，仙台市から「社会福祉法人等利用者負担軽減対象確認証」（橙色）を交付された方を対象に，実施要綱に基づいて利用者負担の軽減を行った場合に，その対象経費について補助を行います。

２　軽減制度の概要
(1)　制度の対象者

　この制度は，下記の要件を満たす方を対象とします。なお，該当する基準によって，減額の割合が異なりますので注意してください。
＜ 注意事項 ＞
· 旧措置入所者で自己負担が５％以下の方（以下「実質的負担軽減者」という）は対象になりません。ただし，実質的負担軽減者であっても，特別養護老人ホームでユニット型個室に入居する方については，居住費のみ軽減の対象となります。
· 生活保護受給者は，軽減対象となるのは施設入所（ショートステイ含む）に係る居住費・滞在費のみです。

· 平成２７年４月１日及び平成３０年１０月１日及び令和元年１０月１日及び令和２年１０月１日施行の生活扶助基準の見直しに伴い，特例措置が取られています。

	減免の対象となる方
	減額割合

（法人の負担）
	利用者負担

	１　老齢福祉年金受給者で，かつ世帯全員が市町村民税非課税の方

　【老福年金受給者】
	５０％
	５０％

	２　世帯全員が市町村民税非課税で，次の①～④の全てに該当する　　方

　【収入基準該当者】

①　世帯全員の年間（8月から翌年7月まで）の必要経費を除いた収入見込額の合計が，1人世帯で150万円以下，世帯員が1人増えるごとに50万円を加算した額以下であること

②　別世帯の市町村民税課税者から扶養されていないこと

③　世帯全員が下記以外の資産を所有していないこと

・居住用の土地及び家屋

・収入を得るために所有する土地及び家屋で，これらの固定資産税評価額の合計が2千万円以下のもの

・預貯金や有価証券等の額が1人世帯で350万円以下，世帯員が1人増えるごとに100万円を加算した額以下

・日常生活で使用する家財道具（家具，電化製品，食器等）及び収入を得るために必要な事業用品等

④　介護保険料を滞納していないこと
	２５％
	７５％

	３　生活保護受給者
	利用料　 　0%

食費　　 　0%

居住費　 100%
	利用料   100%

食費     100%

居住費　   0%

	４【特例措置】

下記①かつ②のうち，引き続き社会福祉法人等による利用者負担軽減制度の対象者に該当する者。

1 平成２７年４月１日，平成３０年１０月１日，令和元年１０月１日，令和２年１０月１日のいずれかの日に施行された生活扶助基準の改正に伴い，生活保護が廃止された者。

2 廃止時点において，社会福祉法人等による利用者負担軽減制度に基づく軽減又は特定入所者介護（予防）サービス費の支給により居住費の利用者負担がなかった者。
	利用料・食費　  25%

(老齢福祉年金

受給者は50%)

居住費　 100%
	利用料 ・食費   75%

(老齢福祉年金

受給者は50%)

居住費　   0%


(2)　制度の対象になるサービスと経費
	対象サービス
	対象経費
	備　　考

	訪問介護，夜間対応型訪問介護，定期巡回・随時対応型訪問介護看護，第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。）
	利用者負担額
	注意①③

	通所介護，認知症対応型通所介護，介護予防認知症対応型通所介護，第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。），地域密着型通所介護
	利用者負担額，食費
	注意②

	短期入所生活介護，介護予防短期入所生活介護
	利用者負担額，食費，滞在費
	注意②※

	介護福祉施設サービス，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	利用者負担額，食費，居住費
	注意②③※

	小規模多機能型居宅介護，介護予防小規模多機能型居宅介護，複合型サービス
	利用者負担額，食費，宿泊費
	注意②③


· 生活保護受給者は　　の付いたサービスの居住費・滞在費のみ減免対象。

＜ 注意事項 ＞
①　障害者ホームヘルプサービス利用者について

　仙台市では，「障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業」により介護費負担額（自己負担）が全額免除されている場合は対象になりません（市町村によって異なります）。
②　食費，居住費（滞在費），宿泊費について　注意
ア．当該利用者の利用者負担段階における基準費用額を上限とします。
イ．短期入所生活介護，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護，介護福祉施設サービス又は介護予防短期入所生活介護に係る食費及び居住費（滞在費）については，介護保険制度における特定入所者介護サービス費又は特定入所者介護予防サービス費が支給されている場合に限り本事業の軽減の対象となります。
ウ．利用者負担第１～３段階でも，基準費用額を超えた額で施設と契約しているなど，特定入所者介護サービス費の対象にならない場合は，負担限度額を上限とします。
エ．特別な室料，特別な食費は本制度の対象になりません。

3 特別養護老人ホーム入所者等で高額介護サービス費の利用者負担段階が第２段階の方について注意
　介護老人福祉施設，地域密着型介護老人福祉施設，小規模多機能型居宅介護，定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービスを利用する高額介護サービス費の利用者負担段階が第２段階の方の介護費負担額は軽減の対象になりません。（食費，居住費及び宿泊費は対象になりますが，介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉施設については，特定入所者介護サービス費が支給されている場合に限り対象となります。）
　高額介護サービス費の利用者負担段階が第２段階の方は，利用者負担の上限額が15,000円のため，本制度による軽減を行わなかったとしても，利用者負担が変わらない場合がほとんどであることから，軽減を行う社会福祉法人の負担に配慮し本制度の対象外としました。

　
④　保険給付対象外での利用について

　軽減対象サービスであっても，保険給付対象外での利用（限度額を超えての全額自己負担による利用や仙台市短期入所生活介護事業等の市単独事業）に係る利用者負担は軽減の対象外です。

⑤　給付制限を受けている軽減対象者の取り扱いについて
ア．給付制限について

　　保険料を一定期間滞納すると，滞納期間によって下表のように保険給付が制限されます。
	給付制限の種類
	対　象　者

【被保険者証給付制限欄への記載内容】
	給付制限の内容

	①保険給付の支払方法の変更

（償還払い化）
	第１号被保険者の要介護（要支援）被保険者で，かつ納期限より１年以上経過している保険料に滞納がある者

【被保険者証に「支払方法変更」と記載】
	保険給付費が償還払い化される。

	②保険給付の支払の一時差止
	第１号被保険者の要介護（要支援）被保険者で，かつ納期限より１年６ヶ月以上経過している保険料に滞納がある者

【被保険者証に「支払方法変更」と記載】
	保険給付費の全部または一部の支払が一時差止められる。

なお滞納保険料を納付しない場合は，一時差止めた保険給付費の額から滞納保険料額を控除される場合がある。

	③医療保険料未納者に対する保険給付の一時差止
	第２号被保険者の要介護（要支援）被保険者で，かつ医療保険料または掛け金を納期限・払込期限までに納付しなかった者

【被保険者証に「給付一時差止」と記載】
	保険給付費の償還払い化及び一時差止めが行われる。

	④保険料を徴収する権利が消滅した場合の保険給付の特例

(給付額減額)

	第１号被保険者の要介護（要支援）被保険者で，保険料徴収消滅期間（時効（２年）になった保険料）がある者

【被保険者証に「給付額減額」と記載】
	一定期間，保険給付額が７割（当初３割負担の方は６割）に減額される。また，減額期間の利用者負担額に係る高額介護サービス費及び特定入所者介護サービス費等が支給されない。


イ．給付制限を受けている軽減対象者の取り扱い

　給付制限の種類に関わらず，１割分の介護費負担額，食費，居住費（滞在費）及び宿泊費の負担限度額が軽減の対象になります。なお，利用者からは下表「【参考】利用者負担の受領方法」に基づき利用者負担を受領してください。
	給付制限の種類
	【参考】利用者負担の受領方法

	
	介護費用部分
	食費部分
	居住費（滞在費）・
宿泊費分

	Ａ.支払方法が変更されている第１号被保険者
（《参考》①該当者）
	介護費用の90％＋利用者負担分の50％又は75％を利用者から受領

※利用者は介護費用の90%を区役所に償還払い申請
	特定入所者介護サービス費＋負担限度額の50％又は75％を利用者から受領
	特定入所者介護サービス費＋負担限度額×50％又は75％を利用者から受領

	Ｂ.支払方法変更及び保険給付一時差止が適用されている第２号被保険者
（《参考》③該当者）
	介護費用の90％＋利用者負担分の50％又は75％を利用者から受領
	〃
	〃

	Ｃ.支払方法変更，給付額減額双方が適用されている第１号被保険者
（《参考》①④該当者）
	介護費用の90％＋利用者負担分の50％又は75％を利用者から受領

※利用者は介護費用の70%を区役所に償還払い申請
	食費－負担限度額の50％又は75％を利用者から受領
	居住費（滞在費）・宿泊費－負担限度額の50％又は75％を利用者から受領

	Ｄ.支払方法未変更で給付額減額が適用されている第１号被保険者

（《参考》①非該当の④該当者）
	●介護費用の20％＋利用者負担分の50％又は75％を利用者から受領

●介護費用の70％を国保連に請求
	〃
	〃



３　補助所要額（補助金額）算出

(1)　申請の単位

申請は事業所ごと（事業所番号ごと）に行います。ただし，以下の場合は事業所番号が異なっていても同一事業所として扱います。

・介護福祉施設サービス（地域密着型含む）と人員配置を一体的に行っている短期入所生活介護

・介護福祉施設サービスの一部分が地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護として指定されている場合

　特別養護老人ホームが同じ事業所番号で短期入所生活介護と長期入所を実施している場合は,一枚の申請書で申請してください。また，事業所番号が異なっていても同一事業所として扱われる場合も同様です。

同一事業所として扱われる場合を除き，異なる事業所番号で運営している場合は，それぞれの事業所で申請書を作成してください。
　なお，申請は事業所ごとに行いますが，申請者は「法人の代表者」ですので注意してください。

(2)　補助所要額（補助金額）の算出
	　種　　別
	補助所要額の算出式

	介護福祉施設サービス，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を利用する場合
	仙台市補助所要額は，全額補助額及び半額補助額の合計額とする。

●全額補助額＝（特養軽減総額－特養本来収入額×０.１）

　　　　　　　　×仙台市特養軽減総額／特養軽減総額

　※ただし，特養軽減総額＜特養本来収入額×０.１の場合は
全額補助額＝０とする。

●半額補助額＝（仙台市特養軽減総額－全額補助額－特養本来収入額

×仙台市特養軽減総額／特養軽減総額×０.０１）×１／２

	上記以外のサービスを利用する場合
	仙台市補助所要額は，半額補助額とする。

●半額補助額＝（仙台市特養以外軽減総額－特養以外本来収入額
×仙台市特養以外軽減総額／特養以外軽減総額×０.０１）×１／２


※　特養本来収入額×０.１，特養（以外）本来収入額×０.０１，全額補助額の算出において１円未満の端数が生じたときは，これを１円に切り上げ，半額補助額の算出において１円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てます。
【算出式中の用語の意味】

①　特養軽減総額　…補助対象事業者が指定介護福祉施設サービス及び指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る利用者負担額を軽減した総額

②　仙台市特養軽減総額　…上記①「特養軽減総額」のうち仙台市の被保険者を対象とするもの

③　特養本来収入額　…補助対象事業者が，指定介護福祉施設サービス及び指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に関して本来受領すべき利用者負担収入額　　※「(3)注意事項②本来収入額の考え方」を参照
④　特養以外軽減総額　…補助対象事業者が指定介護福祉施設サービス及び指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護以外の軽減対象サービスに係る利用者負担額を軽減した総額

⑤　仙台市特養以外軽減総額…上記④「特養以外軽減総額」のうち仙台市の被保険者を対象とするもの

⑥　特養以外本来収入額　…補助対象事業者が，指定介護福祉施設サービス及び指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護以外の軽減対象サービスに関して本来受領すべき利用者負担収入額

※「(3)注意事項②本来収入額の考え方」を参照
 (3)　注意事項

①　今回の申請対象期間について

　今回は，令和５年４月１日から令和６年３月３１日までが対象になりますので，補助所要額を算定する際は，それぞれ１２カ月分の額を使用してください。

②　本来収入額の考え方について　注意
　本来収入額とは，被保険者（軽減対象者かどうかは問わない。仙台市以外の被保険者も含む）の利用者負担の総額をいい，軽減対象者に係る軽減適用前の利用者負担額も含まれます。軽減実施を申し出ていた期間で軽減実績がなかった月（軽減額が０円の月）における本来収入額も，補助所要額算出時に使用する本来収入額に含めます。具体的には下表の各軽減対象サービスの総額となります。
ア　特養本来収入額

	軽減対象サービス
	本来収入額　
	備　　　考

	介護福祉施設サービス，地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	特養に長期入所する被保険者全員の介護費負担額，食費及び居住費の総額から下記を除いた額　※１

・高額介護サービス費の利用者負担第２段階の者の介護費負担額

・（旧措置）実質的負担軽減者の介護費負担額，食費，居住費　※２
	※１　食費及び居住費は特定入所者介護サービス費を適用した後の額（負担限度額）とする。

※２　ユニット型個室がある施設は，総額に実質的負担軽減者の居住費を総額に含める。


イ　特養以外本来収入額

	軽減対象サービス
	本来収入額　
	備　　　考

	訪問介護，夜間対応型訪問介護，定期巡回・随時対応型訪問介護看護，第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。）
	訪問介護を利用する被保険者全員の介護費負担額　※３

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の場合，高額介護サービス費の利用者負担第２段階の者の介護費用負担額を除く
	※３　障害者ホームヘルプサービス利用者に対する軽減措置対象者の介護費負担額も含める。


	通所介護，地域密着型通所介護，認知症対応型通所介護，介護予防認知症対応型通所介護，第一号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る。） 
	通所介護を利用する被保険者全員の介護費負担額及び食費の総額
	

	短期入所生活介護，介護予防短期入所生活介護
	短期入所生活介護を利用する被保険者全員の介護費負担額，食費及び滞在費の総額
	

	小規模多機能型居宅介護，介護予防小規模多機能型居宅介護，複合型サービス
	小規模多機能型居宅介護を利用する被保険者全員の介護費負担額，食費及び宿泊費の総額
小規模多機能型居宅介護，複合型サービスの場合，高額介護サービス費の利用者負担第２段階の者の介護費負担額を除く
	


4 　補助所要額（補助金額）算出式の注意点について
　社会福祉法人等の本来受領すべき利用者負担収入に対する一定割合（１％）（Ａ）の計算にあたっては，介護福祉施設サービス及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（以下「介護福祉施設サービス等」という。）とそれ以外のサービスに係る分をそれぞれ別個に計算してください。　　
　また，介護福祉施設サービス等に係る助成額を算出する際の社会福祉法人等の本来受領すべき利用者負担収入に対する割合が１０％を超える部分（Ｂ）の計算にあたっては，それ以外のサービスに係る分を除外して計算してください。

　また，上記（Ａ）及び（Ｂ）については，軽減対象者の保険者である全市町村分の軽減額に対する仙台市分の軽減額の割合を乗じて計算してください。

※計算式は4頁の「(2)補助所要額（補助金額）の算出」のとおりとなります。
４　補助金交付申請
年度内に軽減の実施及び補助金の交付が発生すると予想される場合は必ず申請を行なってください。（申請〆切日以降については介護保険課までお問い合わせください）
補助対象期間：令和５年４月１日～令和６年３月３１日
申請書受付期間：令和５年９月１３日～令和５年１０月２０日（必着）
提出書類：補助金交付申請書（様式第７号）

補助金事業計画書（別紙１－１又は１－２（様式第７号関係））
役員等が暴力団員等でない誓約書（様式第１４号）

　　提　　出　　先：仙台市役所健康福祉局介護保険課（郵送可）
※　提出書類様式は仙台市ホームページからダウンロードしてください。

　　　　　・社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業に係る書類の様式について
　　　　　（トップページ>事業者向け情報>福祉・医療>福祉>社会福祉法人・施設の皆様へ）

※　交付決定通知書は，令和５年１２月中旬頃に送付する予定です。

５　介護給付費明細書への軽減実績の記入

　サービスを提供した月の翌月１０日までに国保連に提出する「介護給付費明細書」に，介護費負担額に係る軽減の実績を必ず記入してください。なお，軽減額に端数が出た場合は切り捨てます。

　高額介護サービス費は，この実績をもとに計算されますので，忘れないように注意してください。

※介護費負担額が軽減されない者（特別養護老人ホーム入所者等で高額介護サービス費の利用者負担段階が第２段階の方や生活保護受給者など，食費や居住費（滞在費）のみが社会福祉法人等による軽減対象である者）について「介護給付費明細書」を作成する際は，社会福祉法人等による軽減欄には数字を入れないでください（“0”も入れないでください）。

６　実施状況報告書の作成

毎月の軽減実施状況を，事業所ごと，かつ，サービスごとに「実施状況報告書（様式第９号）」に記入してください。

令和５年４月～令和５年１０月分の実施状況報告書は，１１月１７日（金）まで（必着）に提出してください。１１月分以降は翌月２０日まで（必着）（令和６年３月分は４月５日（金）まで（必着））に提出してください。また、提出いただいた内容に変更が出た場合は再提出願います。

過去に，年度末にまとめて提出される事業所もありましたが，申請事業所数の増加により確認作業に時間がかかっております。補助金交付に支障が出てきますので，必ず提出期限厳守をお願いいたします。
＜ 作成上の注意 ＞
①　仙台市介護保険の被保険者である軽減対象者の軽減実施状況のみ記入してください。
②　給付制限対象者については，サービス種類欄左側余白に，「給付制限の種類」の記号（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）を記入してください。　→この手引きの3頁《給付制限を受けている軽減対象者の取り扱い》一覧表を参照してください。
③　仙台市住所地特例者である軽減対象者（仙台市以外の市町村に所在する介護老人福祉施設への長期入所者）の所管区は，被保険者証を確認して記入してください。
	被保険者証の保険者番号
	所　　管　　区

	０４１０１２
	青葉区介護保険課

	０４１０２０
	宮城野区介護保険課

	０４１０３８
	若林区介護保険課

	０４１０４６
	太白区介護保険課

	０４１０５３
	泉区介護保険課


７　補助金実績報告

補助金の交付決定を受けた法人（事業者）は，下記の関係書類を作成の上，所定の日まで仙台市介護保険課まで提出（郵送可）してください。

報告書提出〆切：令和６年４月５日（金）まで（必着）
提出書類：実績報告書（様式第１１号）

補助金事業報告書（別紙１－１又は１－２（様式第１１号関係））

実施状況報告書（様式第９号）※令和６年３月分のみ

請求書

（法人の所在地や代表者に変更があった場合）
変更承認申請書（様式第１０号）
変更事業計画書（別紙１－１又は１－２（様式第１０号関係））
　　※　提出書類様式は仙台市ホームページからダウンロードしてください。

　　　　　・社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業について

　　　　　（トップページ>事業者向け情報>福祉・医療>福祉>社会福祉法人・施設の皆様へ）
※　補助金の振込みは，令和６年５月下旬の予定です。
８　スケジュール　
	日　　　　程
	項　　　　　　　　目

	令和５年
	10月20日
	(金)
	交付申請書及び関係書類の提出〆切

	
	12月中旬　
	
	　交付決定通知書の送付

	

	11月17日
	(金)
	4～10月分実施状況報告書の提出〆切

	　毎月10日まで
	介護給付費明細書への軽減実績の記入・提出（国保連あて）

	　毎月20日まで
	実施状況報告書の作成・提出

	令和６年
	4月5日
	(金)
	実績報告書及び関係書類の提出〆切

	
	5月下旬
	
	交付決定額の確定及び補助金の振込


９　交付申請及び実績報告書類の記入方法


役員等が暴力団員等でない旨の誓約書
①　社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業補助金交付申請書（様式第７号）

(1) 日付欄上部の「第　　号」部分は，事業所にて文書番号を付けた場合等に適宜記入していただく部分ですので，必ずしも記入する必要はありません。

(2) 日付欄は，申請書類提出日にかかわらず「令和５年４月１日」と記入してください。

(3) 申請者欄は，11頁「【共通留意事項】a．申請者の取り扱い」のとおり記入してください。

(4) 申請者欄下部には，事業所番号及び事業所名を括弧書きで記入してください。
(5) 印鑑（捨印を含む）は，11頁「【共通留意事項】ｂ．印鑑の取り扱い」のとおり押印してください。

②　社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業補助金事業計画書（別紙１－１※特養施設）

(1) 「１．補助事業の実施期間」は，「令和５年４月１日～令和６年３月３１日」と記入してください。年度途中から事業開始した場合は，開始した年月日を記入してください。
(2) 「２．本来収入額及び軽減額の見込み」の「本来収入額　利用者数」及び「軽減額　対象者数」はサービス毎の実人数を記入してください。

(3)「３．補助所要額算出」欄は，計算式欄に従い計算した金額を記入してください。
③　社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業補助金事業計画書（別紙１－２※特養施設以外）　記入内容は基本的に上記②と同様です。特別養護老人ホームを運営していない事業者はこの様式に記入してください。

(1) 「２．本来収入額及び軽減額の見込み」の「サービス項目」欄は「特養以外の介護サービス項目」から該当するサービスを記入してください。
④　役員等が暴力団員等でない旨の誓約書（様式第１４号）

(1) 日付欄は，申請書類提出日にかかわらず「令和５年４月１日」と記入してください。
(2) 申請者欄は，11頁「【共通留意事項】a．申請者の取り扱い」のとおり記入してください。

(3) 
押印は不要です。
(4) 役員等，管理者，代表者の全員について記入をしてください。
(5) 誓約書は申請単位ごとに作成してください。
⑤　社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業実績報告書（様式第１１号）

(1) 日付欄上部の「第　　号」部分は，事業所にて文書番号を付けた場合等に適宜記入していただく部分ですので，必ずしも記入する必要はありません。

(2) 日付欄は，申請書類提出日にかかわらず「令和６年３月３１日」と記入してください。
(3) 申請者欄は，11頁「【共通留意事項】ａ．申請者の取り扱い」のとおり記入してください。

(4) 申請者欄下部には，事業所番号及び事業所名を括弧書きで記入してください。

(5) 押印は不要です。
(6) 「　年　月　日付」部分は１２月中旬に決定し送付する交付決定通知書の通知日を記入し，「指令第　号」部分は記入しないでください。
⑥　社会福祉法人等による利用者負担軽減
制度事業補助金事業報告書（別紙１－１※特養施設）

(1) 「１．補助事業の実施期間」は「令和５年４月１日～令和６年３月３１日」と記入してください。年度途中から事業開始した場合は，開始した年月日を記入してください。
(2)「２．本来収入額及び軽減額の実績」の「本来収入額　利用者数」及び「軽減額　対象者数」はサービス毎の実人数を記入してください。

(3)「３．補助所要額算出」欄は，計算式欄に従い計算した金額を記入してください。

⑦　社会福祉法人等による利用者負担軽減制度事業補助金事業報告書（別紙１－２※特養施設以外）
(1) 記入内容は基本的に上記⑥と同様です。特別養護老人ホームを運営していない事業者はこの様式に記入してください。　　
(2) 「２．本来収入額及び軽減額の実績」の「サービス項目」欄は「特養以外の介護サービス項目」から該当するサービスを記入してください。

⑧　請求書

(1) 日付欄は記入しないでください。

(2) 請求者欄は，11頁「【共通留意事項】ａ．申請者の取り扱い」のとおり記入してください。

(3) 請求者欄下部には，事業所番号及び事業所名を括弧書きで記入してください。

(4) 押印は不要です。
(5) 金額欄は⑤事業報告書「３．補助所要額算出」欄の「仙台市補助所要総額」と同一の金額を記入してください。

なお，この金額部分の訂正はできません。
(6) 振込先欄は，仙台市登録債権者の口座を希望する場合は「１」の欄に登録債権者番号（電話番号下４桁）を，登録していない場合は「２」の欄に金融機関名，口座番号，口座名義等を記入してください。
(7) やむを得ず，請求者と同一の口座名義人に振込むことができない場合は担当者までご連絡ください。

⑨　変更承認申請書（様式第１０号）

(1) 日付欄上部の「第　　号」部分は，事業所にて文書番号を付けた場合等に適宜記入していただく部分ですので，必ずしも記入する必要はありません。

(2) 日付欄は，記入しないでください。

(3) 申請者欄は，11頁「【共通留意事項】a．申請者の取り扱い」のとおり記入してください。

(4) 申請者欄下部には，事業所番号及び事業所名を括弧書きで記入してください。

(5) 印鑑（捨印を含む）は，11頁「【共通留意事項】ｂ．印鑑の取り扱い」のとおり押印してください。
　

⑩　変更事業計画書（別紙１－１※特養施設）

(1)「１．補助事業の実施期間」は，「令和５年４月１日～令和６年３月３１日」と記入してください。年度途中から事業開始した場合は，開始した年月日を記入してください。
(2) ｢２．変更後の本来収入額及び軽減額の見込み」の「本来収入額　利用者数」及び「軽減額　対象者数」はサービス毎の実人数を記入してください。

(3)「３．補助所要額算出」欄は，計算式欄に従い計算した金額を記入してください。

⑪　変更事業計画書（別紙１－２※特養施設以外）
(1) 記載内容は基本的に上記⑩と同様です。特別養護老人ホームを運営していない事業者はこの様式に記載してください。

(2) 「２．本来収入額及び軽減額の見込み」の「サービス項目」欄は「特養以外の介護サービス項目」から該当するサービスを記入してください。
⑫　社会福祉法人等利用者負担軽減制度事業実施状況報告書（様式第９号）
(1) 月毎の実績をサービス毎に記入してください。

※　7頁「６　実施状況報告書の作成」を参照願います。
（2）軽減額に端数が出た場合は切り捨ててください。
【共通留意事項】

ａ．申請者の取り扱い

(1) 申請者は軽減申出法人（事業所運営法人）の代表者としてください。（特養の施設長，通所介護事業所の管理者等は不可。）
(2) ①申請書及び④暴力団等でない旨の誓約書,⑤実績報告書の申請者欄，⑧請求書の請求者欄は，すべて同一の上記法人代表者名を記入してください。

ｂ．印鑑の取り扱い

(1) ①申請書及び⑨変更承認申請書における印鑑（捨印を含む）は，すべて同一の法人代表者の印を押印してください。
１０　添付資料
別添１　仙台市補助所要額算出例

別添２　実施状況報告書記入例

別添３　申請書類記入例

別添４　事業実施要綱

別添５　参考資料（介護保険最新情報Vol.677，Vol.749，Vol879）　
	《交付申請及び実績報告書類の提出先・お問い合わせ先》

●仙台市健康福祉局介護保険課介護保険係

〒980-8671　仙台市青葉区国分町３－７－1

　　　電話：022-214-5225（直通） 

	《利用者に関するお問い合わせ先》

●青葉区介護保険課介護保険係

〒980-8701　仙台市青葉区上杉１－５－１　　　　 電話：022-225-7211（代表） 

●宮城野区介護保険課介護保険係

〒983-8601　仙台市宮城野区五輪２－12－35　　　 電話：022-291-2111（代表） 

●若林区介護保険課介護保険係

〒984-8601　仙台市若林区保春院前丁３－１　　　 電話：022-282-1111（代表） 
●太白区介護保険課介護保険係

〒982-8601　仙台市太白区長町南３－１－15　　   電話：022-247-1111（代表） 
●泉区介護保険課介護保険係

〒981-3189　仙台市泉区泉中央２－１－１　　　　 電話：022-372-3111（代表） 


負担限度額


（利用者負担額）





特定入所者





介護サービス費





この額のうち５０％又は２５％を減額


 (生活保護受給者は居住費（滞在費）の１００％)


（特例措置対象者の居住費（滞在費）は１００％)











１日あたりの


居住費（滞在費）・宿泊費


及び食費


（基準費用額が限度）





補足給付として介護保険から給付される





生活保護受給者は100%減免のため居住費（滞在費）を受領しない





生活保護受給者は減免なしのため利用者負担分全額を受領





生活保護受給者は減免なしのため負担限度額全額を受領





【参考】生活保護受給者からの利用者負担額の受領方法





(1) 書類を提出する前に記入・押印漏れがないか十分確認してください。


(2) 記載内容を訂正する際は、当該書類上部余白中央に必ず捨印（申請書等に使用している


印と同一の印）を押印してください。（修正液の使用や削り書きによる訂正は不可。）





書類作成時のお願い！
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